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秋田県建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱 新旧対照表 

新 旧 

秋田県建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱 

                                                      （平成２０年３月１７日建管－２４６１） 

（目的） 

第１条 この要綱は、秋田県が発注する建設コンサルタント業務等（秋田県建設コンサルタント業務等入

札制度実施要綱（平成５年３月３０日監－１９７３）第１条に規定する建設コンサルタント業務等をい

う。以下同じ。）に係る共同企業体（以下「共同企業体」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定め

る。 

 

（対象業務） 

第３条 共同企業体に発注することができる建設コンサルタント業務等は、契約担当者がその 規模、性

格等に照らし共同企業体による履行が効果的であると認めたものとする。 

 

（構成員の組合せ） 

第５条 共同企業体の構成員の組合せは、次条各号に掲げる要件を満たす者による組合せとし、発注する

建設コンサルタント業務等ごとに定めるものとする。 

 

（構成員の資格） 

第６条 共同企業体の構成員は、次の各号の要件を満たす者とする。 

一 秋田県建設コンサルタント業務等入札制度実施要綱                   第４

条第１項に規定する資格者名簿に登載されていること。 

二 その他契約担当者が必要として定める要件。 

 

（資格申請） 

第１１条 入札等に参加しようとする共同企業体は、公告で指定する期日までに、次の各号に掲げる書類

を提出しなければならない。 

一 共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第１号） 

二 共同企業体協定書（様式第２号） 

三 その他契約担当者が必要と認めて前条の規定により指示した書類 

 

（資格認定） 

第１２条 削除 

 

 

（存続期間） 

第１３条 共同企業体の存続期間は、プロポーザル等による設計者選定の結果、秋田県が契約を締結した

共同企業体（以下「契約企業体」という。）を除き、当該契約が締結されたときをもって終了するものと

する。 

２ 契約企業体の存続期間は、当該契約に係る建設コンサルタント業務等の完成後３月を経過した日まで

秋田県建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱 

                                                      （平成２０年３月１７日建管－２４６１） 

（目的） 

第１条 この要綱は、秋田県が発注する建設コンサルタント業務等（秋田県建設コンサルタント業務等入

札制度実施要綱別表１に掲げる６業務）                             

        に係る共同企業体（以下「共同企業体」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定め

る。 

 

（対象業務） 

第３条 共同企業体に発注することができる建設コンサルタント業務 は、契約担当者が業務の規模、性

格等に照らし共同企業体による履行が効果的であると認めた業務とする。 

 

（構成員の組合せ） 

第５条 共同企業体の構成員の組合せは、第６条の構成員の資格を満たす者による組合せとし、業務   

            ごとに定めるものとする。 

 

（構成員の資格） 

第６条 共同企業体の構成員は、次の各号の要件を満たす者とする。 

一 秋田県建設コンサルタント業務等入札制度実施要綱（平成５年３月３０日付け監－１９７３）第４

条第１項に規定する資格者名簿に登載されていること。 

二 その他契約担当者が必要として定める要件。 

 

（資格申請） 

第１１条 入札等に参加しようとする共同企業体は、公告で指定する期日までに、次の各号に掲げる書類

を提出しなければならない。 

一 共同企業体  参加資格認定申請書（様式第１号） 

二 共同企業体協定書（様式第２号） 

三 その他契約担当者が必要と認めて前条の規定により指示した書類 

 

（資格認定） 

第１２条 契約担当者は、前条の資格申請について、当該入札等に対応する実施要綱の規定に基づき参加

資格審査を行うものとする。 

 

（存続期間） 

第１３条 共同企業体の存続期間は、プロポーザル等による設計者選定の結果、秋田県が契約を締結した

共同企業体（以下「契約企業体」という。）を除き、当該契約が締結されたときをもって終了するものと

する。 

２ 契約企業体の存続期間は、契約に係る業務の            完成後３月を経過した日まで
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とする。ただし、当該期間満了後であっても当該建設コンサルタント業務等につき瑕疵担保責任がある

場合には、各構成員は連帯して責任を負うものとする。 

 

（企業体編成表） 

第１４条 契約企業体は、委託契約締結後、速やかに、様式第３号による共同企業体編成表を提出しなけ

ればならない。 

 

（結成等に関する報告） 

第１５条 削除 

 

 

 

 附 則 

この要綱は平成３０年 ８月 １日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする。ただし、当該期間満了後であっても当該         業務 につき瑕疵担保責任がある

場合には、各構成員は連帯して責任を負うものとする。 

 

（企業体編成表） 

第１４条 契約企業体は、委託契約締結後すみやかに 様式第３号による  企業体編成表を提出しなけ

ればならない。 

 

（結成等に関する報告） 

第１５条 業務を所管する部局長は、第１２条に基づき共同企業体を認定した場合は、様式第５号による

建設コンサルタント業務等共同企業体結成名簿を建設部長に提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 3 / 6 

 

新 旧 

 

様式第１号 共同企業体入札参加資格審査申請書 （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１１条関係） 

 

建設コンサルタント業務等共同企業体入札参加資格審査申請書 

 

平成  年  月  日 

 

契約担当者 

                    あて 

 

共同企業体の名称 

                      代表者の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

                      構成員の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

                      構成員の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

 

  秋田県が発注する○○業務（以下「業務」という。）の入札に参加したく、建設コンサルタント業務共同

企業体取扱要綱第１１条の規定に基づき、関係書類を添えて参加資格の審査を申請します。 

  なお、この申請の日から同第１３条に規定する存続期間が終了する日までの間、次の権限を当共同企業

体の代表者に委任します。この場合の使用印は次のとおりです。 

 

 

       

 

委任事項 

１   業務の遂行に関し、当企業体を代表して秋田県と折衝する権限 

２   業務の入札及び見積もりに関する一切の権限 

３   業務代金及び前払金の請求及び受領に関する一切の権限 

４ その他  業務の遂行に関する諸届け及び諸報告の提出に係る一切の権限 

 

使 用 印 

 

 

 

 

様式第１号      参加資格認定申請書  （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１１条関係） 

 

建設コンサルタント業務等共同企業体 参加資格認定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

契約担当者 

                    あて 

 

共同企業体の名称 

                      代表者の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

                      構成員の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

                      構成員の所在地 

                      商号及び代表者             印 

 

 

  秋田県が発注する次の委託業務に            参加したく、建設コンサルタント業務共同

企業体取扱要綱第１１条の規定に基づき、関係書類を添えて参加資格の認定を申請します。 

  なお、この申請の日から同第１３条に規定する存続期間が終了する日までの間、次の権限を当共同企業

体の代表者に委任します。この場合の使用印は次のとおりです。 

 

 

 業務名称： 

 

委任事項 

１ 委託業務の遂行に関し、当企業体を代表して秋田県と折衝する権限 

２ 委託業務の入札及び見積もりに関する一切の権限 

３ 委託業務代金及び前払金の請求及び受領に関する一切の権限 

４ その他委託業務の遂行に関する諸届け及び諸報告の提出に係る一切の権限 

 

使 用 印 
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削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第３号 参加資格通知書  （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１３条関係） 

（ 番   号 ） 

（ 年 月 日 ） 

共同企業体の名称 

  代表者の所在地 

  商号及び代表者              様 

 

 

                       契約担当者 

                                           印 

 

 

 

建設コンサルタント業務等共同企業体参加資格について（通知） 

 

 

 

  先に参加申込みのあった次の業務について参加資格を審査した結果、次の理由により認定しないこと

になりましたので、建設コンサルタント業宇等共同企業体要綱第１３条第２項の規定により通知します。 

 なお、この通知をした日の翌日から起算して７日以内に認定しない理由について説明を求めることがで

きます。 

 

 

業務名称： 

 

 

認定しない理由： 

 

 

 

 

 

担 当： 

連絡先： 
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様式第３号 共同企業体編成表  （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１４条関係） 

 

 

○○共同企業体編成表（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号 共同企業体編成表  （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１３条関係） 

 

 

○○共同企業体編成表（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同企業体運営委員会  委員長 （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

 委員  （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

     （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

     （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

共同企業体事務所 

 所長 （ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務長 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務長 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務主任 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務主任 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務係 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務係 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

共同企業体運営委員会  委員長 （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

 委員  （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

     （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

     （ 氏 名 ）（ 商 号 ）（ 役 職 名 ） 

共同企業体事務所 

 所長 （ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務長 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務長 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務主任 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務主任 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

業務係 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

事務係 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 

（ 氏 名 ）（ 商 号 ） 
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削除 

 

 

様式第５号 共同企業体結成名簿 （建設コンサルタント業務等共同企業体取扱要綱第１６条関係） 

（ 番   号 ） 

（ 年 月 日 ） 

建設部長  様 

 

 

                               （事業部局庁の長） 

 

建設コンサルタント業務等共同企業体結成名簿について 

 

建設コンサルタント業務等共同企業体要綱第１６条の規定に基づき、次の名簿を提出します。 

委託業務名： 

共同企業体名 代表者 構成員 出資比率 

（共同企業体名称） 
（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

 

％ 

 

％ 

 

％ 

（共同企業体名称） 
（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

 

％ 

 

％ 

 

％ 

（共同企業体名称） 
（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

 

％ 

 

％ 

 

％ 

（共同企業体名称） 
（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

 

％ 

 

％ 

 

％ 

（共同企業体名称） 
（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

（ 商 号 ） 

（ 役職名 ）（代表者氏名） 

 

％ 

 

％ 

 

％ 

欄が足りない場合は、追加して作成すること。 

 

 


